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春日市健康運動トレーニング事業業務仕様書

１ 事業の目的

本事業は、市民が運動の正しい方法を学び、運動の習慣化を行うことで、健康の保持増

進及び介護予防に取り組むことができるよう支援することを主な目的とする。

２ 業務運営に関する基本的な考え方

春日市健康運動トレーニング事業実施要綱（以下「要綱」という。）の規定に基づき実

施すること。

(1) 個人の身体状況及び体力度にあった運動指導を行い、運動習慣化を身につけるための

支援を行うこと。

(2) 特に、高齢者を対象とした介護予防に力を入れた事業運営を行うものとし、介護予防

の効果が得られるような指導に努めること。

(3) フレイルに関する普及啓発や、特に身体的フレイルの予防に関する取組みを行うこと。

(4) メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病の予防改善を行うための運動指導に

力を入れて実施すること。

(5) 運動指導及び監視業務、管理事務業務、企画運営などにあたって、発注者と事前に内

容などについて十分に協議し、円滑で効果的かつ安全な運営に努めること。

(6) 発注者の養成したボランティアの活動の場として提供及び協力を行うこととし、必要

に応じ、活動に対する指示や助言等の支援に努めること。

(7) 個人情報の保護を徹底すること。

３ 業務期間

令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで

４ 業務場所

春日市いきいきプラザ内（春日市昇町１丁目１２０番地）

いきいきルーム及び市が認める場所

５ 開室日、時間等

(1) 開室時間

月曜日～金曜日 午前８時３０分から午後５時まで

土曜日 午前８時３０分から正午まで

(2) 閉室日

ア 日曜日

イ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号。以下「祝日法」という。）

第２条に規定する国民の祝日

ウ 祝日法第３条第３項の規定による休日

エ １２月２８日から翌年１月４日まで

オ ８月１３日から８月１５日まで
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ただし、特に必要と市が認めるときは、閉室日、閉室時間等を変更する場合がある。

６ 業務従事者の要件

次の(1)から(3)のいずれかに該当する資格を有する者とし、かつ(4)から(7)の全てに該

当する者であること

(1) 健康運動指導士、健康運動実践指導者、保健体育教諭、理学療法士、作業療法士、ヘ

ルスケアトレーナー、スポーツプログラマー又はそれらと同等の資格を持つ者

(2) ＪＡＦＡ等が認定するフィットネスインストラクターライセンス又はそれと同等の資

格を持つ者

(3）保健師、看護師又はそれと同等の資格を持つ者

(4) 高齢者の運動指導実績がある者とし、心肺蘇生法（ＣＰＲ）を習得している者

(5) 介護予防及び生活習慣病予防の理論を学び、医学的、運動生理学等の基礎知識を習得

している者

(6) 体力度に応じた個別運動指導や楽しく効果的な集団運動指導等、様々な運動メニュー

を提供し、指導することができる技術を習得している者

(7) 運動機器を使用した運動指導の方法や、運動機器の日常の点検、管理の方法等につい

て習得している者

７ 管理責任者の要件

業務従事者のうち１名を管理責任者とする。管理責任者の要件は、次の全ての項目に当

てはまる者とする。

(1)「６業務従事者の要件」の(1)に該当する資格を有する者

(2) ５年以上の運動指導の実績がある者

(3) 高齢者を対象とした運動指導の実務経験があり、介護予防事業としての指導業務を、

円滑かつ効果的に遂行することができる者

(4) 業務の企画、運営、評価等を円滑かつ的確に実施することができ、職員の指導・監督

業務を遂行することができる者

８ 業務従事者の配置基準

業務従事者の配置人数等については、業務を安全かつ効果的に運営をすることができる

よう配慮して定めることとする。

(1) 業務時間内は、業務従事者を最低２名はいきいきルーム内に常駐させること。

なお、必要に応じて業務従事者の配置を増やすこと。特に、平日の午前中は利用者が

多いため、運動指導や安全管理体制に支障がない人員を配置すること。

(2) 管理責任者は、週３日（終日勤務）以上の勤務を行うこと。管理監督及び指導業務を行

い、業務が円滑に実施できるような配置とすること。

(3) 管理責任者の変更は、病休や退職等の特別な理由があり、かつ、受注者からの申し出

があった場合のみ認める。

９ 業務従事者の服務規則

業務従事者は、次に挙げる内容に十分留意して業務に従事すること。
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(1) 品性を保ち、規則等を守り、利用者に対して親切かつ丁寧に接すること。

(2) 業務に必要な知識を十分に習得するよう努めること。

(3) 当施設の備品及び機器の取り扱いに万全を期し、管理を徹底すること。また、施設内

及び備品等が不潔、不体裁とならないよう清掃及び整理整頓に配慮すること。

(4）受付及び運動カルテの受け渡し等を行う際には、個人情報の保護に留意すること。

10 委託に関する一般的事項

委託する一般的事項は、次のとおりとする。

(1) 施設の効率的な業務内容及び委託概要については、発注者と事前に十分に協議し、円

滑で効果的かつ安全な運営に努めること。

(2) 受注者は、本業務を第三者に再委託をすることはできない。ただし、事前に発注者の

承諾を受けた場合を除く。

(3) 受注者が、本業務の一部を第三者に実施させる場合は、受注者の責任及び費用におい

て行うものとし、第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害、損失、増加費用等に

ついては、受注者の責めに帰すべき事由により生じた損害、損失、増加費用等とみなし

て、受注者が負担するものとする。

(4) 受注者は、本業務に係る公的財産（機器等の物品並びにシステム等の知的財産）を他

へ持ち出し、閲覧または情報提供を行ってはならない。

11 業務内容

(1) 個別運動指導に関する業務

運動機器等を利用した個々の体力度にあった効果的な運動指導や相談等を行うこと。

(2) いきいきルーム内フリースペースでの少人数レッスンに関する業務

利用者が気軽に参加できる運動プログラムを企画し、過去２年の実績（内容及び回

数）と同等程度、実施すること。

(3) 集団運動指導に関する業務

以下に掲げる集団教室を実施すること。

なお、発注者と協議の上、教室の企画及び実施を行うこと。

ア ６０歳以上を対象としたプログラム

通年実施 ３教室／週以上（１回あたり９０分程度）

イ ７０歳以上を対象としたプログラム

通年実施 ３教室／週以上（１回あたり９０分程度）

(4) その他の運動指導事業に関する業務

ア 体力測定事業 年４回以上

イ 特別企画事業 自主開催

実施計画書を実施日の１ヶ月前までに発注者に提出し、発注者の許可を得ること。

(5) 入退室管理システムに関する業務

利用者や教室参加の登録等に関し、入退室管理システム等を利用し、適切に管理及び

運用すること。

(6) 利用者のサービス調整に関する業務

必要に応じ、発注者や地域包括支援センター等と連携し、利用者に関するサービス調
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整を行うこと。調整に際し、地域ケア会議等が開催される場合は、担当講師又は利用者

状況を把握している者が出席すること。

(7) 安全点検及び施設管理に関する業務

ア 常設の運動トレーニング機器の整備、点検業務を行うこと。

①日常の点検は適宜行うこと。

②年１回、全ての運動トレーニング機器に対し、保守点検を実施し、点検結果報告書

の提出を行うこと。

イ 管理施設内の日常の点検を行うこと。

ウ 管理施設の開錠と施錠の管理を行うこと。

(8) 清掃業務に関する業務

ア 管理施設内の清掃、消毒、整理整頓を行うこと。

イ 常設の運動トレーニング機器、備品等の清掃、整理整頓を行うこと。

(9) 実績・評価等に関する業務

事業に関する業務報告書を下記 12 に定めるとおり作成及び提出すること。

(10)利用者負担金の徴収及び収納

受注者は、発注者が所有する自動券売機を用い、以下の業務を行うこと。

ア 利用者負担金の徴収

受注者は、事業参加に伴う利用者負担金の徴収を行うこと。

なお、徴収業務に係る釣銭の準備及び動産総合保険への加入等を行うこと。

イ 利用者負担金の収納

受注者は、前号で徴収した利用者負担金を収納し、１ヶ月分をまとめて翌月末まで

に発注者へ納付すること。また、１ヶ月分の利用者負担金の合計等を記載した書面及

び収納金額の証明書類（券売機の売上票（原本）等）を、発注者へ提出すること。

(11)介護予防ボランティアポイント制度施設利用券に関する業務

春日市介護予防ボランティアポイント制度実施要綱（平成 29 年７月告示第 185 号）第

６条の規定に基づき発行する施設利用券（以下「利用券」という。）に関する業務は以

下のとおりとする。

ア 利用券の使用

利用券は、券面に記載の有効期限内に限り、要綱第８条に規定する利用者負担金にお

いて使用できることとし、要綱第８条第２項の規定に基づき、利用券１枚当たり 50 円の

減額又は免除することができる。

受注者は、使用した利用券の回収及び差額の徴収を行い、自動券売機を用いて利用者

負担金の精算を行うこと。

イ 利用料の請求

受注者は、前項の規定に基づき減額又は免除を受けた利用料に係る請求書を作成し、

当該請求に係る利用券の原本を添付して発注者へ請求すること。

なお、請求金額は、利用券１枚当たり 50 円に添付の枚数を乗じ算定すること。

ウ 利用料の支払い

発注者は、前項の請求書を受領した日から 30日以内に、当該請求金額を受注者へ支払

うものとする。

(12)関連事業に関する業務
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当事業に関連する介護予防教室（運動【転ばん塾・おたっしゃ塾】）業務に関し、必

要に応じ、申込及び相談の受付、参加者との連絡調整等の協力支援を行うこと。

また、発注者の養成したボランティアの活動の場として提供及び協力を行うこととし、

必要に応じ、活動に対する指示や助言等の支援を行うこと。

さらに、フレイル予防に関する取組みを積極的に行うこととし、必要に応じ、保健事

業の部署と連携及び協力を行うこと。

12 提出物

(1) 業務報告書（日報）

１日の利用者状況統計(時間別・年代別・性別)・事業内容・連絡事項等を記載した報

告書を作成し、発注者に翌月初めまでに提出すること。

(2) 月間報告書（月報）

１ヶ月の利用者状況統計(年代別・性別)・事業内容・連絡事項等を記載した報告書を

作成し、発注者に翌月初めに提出すること。

(3) 年間業務報告書

年間の利用者状況統計(時間別・年代別・性別)・事業内容・事業評価及び課題分析等を

まとめた年間業務報告書を作成し、翌年５月末日までに冊子（３部）及び電子データに

て発注者へ提出すること。

(4) その他の提出物

ア 新規登録者名簿（翌月末日までに提出）

イ 職員勤務シフト表（計画表は前月末日まで、実績表は翌月末日までに提出）

ウ ルーム内レッスンプログラム表（内容変更時に提出）

13 その他の業務

(1) 遺失物・拾得物の処理・保管業務

施設内で遺失物及び拾得物を発見した場合は、適切に保管及び処理を行うこと。

(2) 苦情、要望への対応

利用者や発注者民からの苦情、要望については、適切に対応するものとする。必要に

応じて、発注者との連絡及び協議等を行い、速やかな対応に努めるものとする。

(3) 防災避難訓練等への参加

発注者が行う防災訓練等への積極的な参加を行うこと。

14 安全体制及び損害保険

(1) 安全体制

安全体制マニュアルを作成し、緊急時に速やかな対応が実施できるよう研修等に努め

ること。

(2) 損害保険

業務履行に当たって生ずる損害賠償請求または求償行使に備え、損害賠償責任保険に

加入すること。また、加入後の保険証書の写しを発注者へ提出すること。

(3) 附則事項

事故等が生じた場合には、発注者への事故報告並びに保険会社等への速やかな連絡を行い、
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親身で適切な対応を行うよう心がけること。

次に掲げる事項の場合は、受注者の損害賠償の対象となる。

ア 受注者の故意又は重大な過失によるもの。

イ 受注者の注意義務を怠ったことによるもの。

ウ 施設や設備の整備不良等が原因であり、整備点検等の事前実施により回避できた

と思われるもの。

その他、事故の原因や過失割合などが不明なものについては、発注者と受注者が協議

の上、決定するものとする。

(4) (3)に挙げる以外の理由による傷害事故の場合は、市民活動災害補償制度（愛称・ふれ

あい保険）等で傷害補償として対応する。

※市民活動災害補償制度とは、活動中に不測の事故が発生し、指導者・参加者自身が

ケガ等を負うことになった場合に、補償金（見舞金）を支払う制度のことをいう。

(5) 本人の運動中の故意、又は、本人の疾患等に起因するものの場合には、市民活動災害

補償制度の対象にはならない。

(6) 特別企画事業（イベント等）でスポーツ保険等の加入が別途必要であると判断される

場合には、個人負担で保険加入することを条件として事業参加を認めるものとする。

15 検査及び支払

(1) 本業務に係る委託料の支払は月払いとし、別に定める基準に基づく金額を支払うこと

とする。

(2) 契約書第１１条の検査に関し、受注者は、前記１２(2)の規定に基づき月ごとに業務報

告書を発注者に書面で提出し、その都度発注者の確認を受けること。

(3) 契約書第１２条第１項の請求は、前項に定める確認を受けた後、支払区分に応じてそ

れぞれ行うものとする。ただし、前項の規定に基づき確認した結果、本仕様書に定め

る業務の履行に不備が認められ、その対応に関し発注者が相応の業務を負担した場合

は、その業務に相当する委託料の減額又は調整を行う場合がある。

16 費用の負担

業務履行に関する必要な費用の負担は、下記の別表に掲げるとおりとする。

なお、別表に定める事項で疑義がある場合又は別表に定めのないものについては、発注者と

受注者が協議の上、決定する。

17 実施困難時の対応

(1) 天災、法令変更その他の発注者又は、受注者のいずれの責めにも帰すことのできない事由

（以下、「不可抗力」という。）が発生した場合は、受注者は発注者の指示に従い、又は、

受注者が対応し得る措置等をとり、不可抗力の影響を最小限にするよう努めなければなら

ない。

(2) 不可抗力に起因して本仕様書に定める業務従事者の配置人数や業務内容等に変更が生じ

た場合は、受注者は、その内容及び程度の詳細を記載した書面をもって発注者に通知する

ものとする。

(3) 発注者は、前項の通知を受けたときは、不可抗力による影響等を考慮した上で、その内容
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等を確認し、発注者と受注者が協議の上、不可抗力の判定、委託料の変更等を決定するも

のとする。

(4) 不可抗力に起因する休館等の期間における業務従事者について、原則として、前記８(1)の

規定に定める人数を配置することとする。ただし、発注者が特別の事由があると認めると

きは、この限りでない。

(5) 不可抗力に起因して一定期間の休館等となった場合には、利用者に対して、媒体等の提供

や助言（作成を含む）により在宅での取組みを啓発することで、身体機能低下の予防に努

めることとする。

18 知的財産権の帰属

(1) 本業務の遂行の過程で得られた発明、考案、意匠、著作物その他一切の成果にかかる特許、

実用新案登録、意匠登録等を受ける権利及び当該権利に基づき取得する産業財産権並びに

著作権（著作権法第 27条及び第 28条の権利を含む。）その他の知的財産権は、すべて受

注者に帰属する。

(2) 発注者は、前項に係る成果物について、本契約の目的を達する範囲に限り、別に定める委

託料に追加する費用を支払うことなく成果物を利用することができる。

19 その他

本業務仕様書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者が協議の上定める

ものとする。
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（別表）

※１ パソコンに関し、受注者の不注意その他責めに帰すべき事由があった場合の故障等

に関しては、受注者の負担とする。

※２救急用物品のうち、ＡＥＤ及び担架は、発注者が準備、設置を行う。

項 目 受注者 発注者

人件費 給与（直接・間接人件費）・報償費 ○

使用料

会場使用料及び賃借料

（いきいきプラザ内施設に限る）
○

コピー機及び印刷機の使用料

（いきいきプラザ内における使用に限る。）
○

役務費

公共料金

（電気料・上下水道料・NHK 受信料・電話料）
○

損害賠償保険・傷害補償保険 ○ ○

郵便料 ○

需用費

施設の維持管理・修繕料 ○

備品修繕費（パソコン維持管理等を含む） ※１ ○

消耗品費（救急物品費及び清掃用消耗品費を含む） ○ ※２

広報用ちらし印刷費・ホームページ管理費 ○

施設清掃用の備品 ○

管理運営費 管理運営、職員研修等に関する経費 ○

事務経費 事業報告書作成費、事業計画等に関する経費 ○
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週に50本以上、豊富なプログラム

初めての方も安心! マシントレーニング
筋力トレーニング ヨガ・ストレッチ バランスボール

【映像プログラムを含む】

雨の日でも快適なウォーキングマシン 膝にやさしいフィットネスバイク 筋肉を強くするトレーニングマシン

春日市いきいきルーム
いきいきルームは、「健康づくり」と「介護予防」を目指して
楽しく効果的に運動トレーニングを行うことができる施設です。
運動指導員が常駐しているので、運動初心者の方から高齢者まで
自分の体力に合わせて安心して運動を始めることができます。

対象者

料　金

利用制限

40歳以上の春日市民

65歳以上1回250円 / 64歳以下1回350円

1回あたり2時間、
1週間に3回まで利用できます。

日曜日・祝祭日
お盆（8/13～8/15）
年末年始（12/28～1/4）

※要支援又は要介護認定を受けている人は
　利用できません

月～金　8:30～17:00
　土　　8:30～12:00

初回
利用方法

いきいきルームで会員登録に必要な書類に記入後、会員カードをお渡しします。

利用方法やマシンの使い方など、オリエンテーションを行います。

開室時間

休室日

申込み・お問合せ先

春日市いきいきプラザ3階 いきいきルーム 092-501-1162


